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自動車の走行や挙動が把握できるプローブデータ（走行履歴，挙動履歴）は，ITS サービスの展開を図る

重要な資産である．近年，挙動履歴の急減速は，ヒヤリハット等の危険箇所の抽出をはじめ，多くの知見を

もたらしている．挙動履歴には急減速以外にも多様なデータがあるため，その特性を明らかにしていくと，

ITS サービスの展開に有益な知見をもたらすことが期待される． 

本稿は，当該分野における未知のプローブデータとして，商用車に設置したデジタルタコグラフとドライ

ブレコーダーの一体型車載器から収集された走行履歴や挙動履歴（路面標示速度超過，急旋回，車線逸脱や

ふらつき等）の基本特性を報告し，ITS サービスにおける活用方策を考察する． 
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     In recent years, utilizing the probe data of the motor vehicle, ITS service is promoted. Probe data is utilized to 

analyze the speed or deceleration occurrence location.  

     In this paper, the probe data that has been collected from the integrated type vehicle-mounted device of the digital 

tachograph and the drive recorder installed in commercial vehicles analyzed. In this new probe data, because it records 

the alarm data, such as lane departure and speed excess, it reports these basic characteristics, to consider the future of 

the use of measures in the ITS services. 
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1．はじめに 

自動車の走行や挙動の実態が把握できるプローブ

データは，道路渋滞による損失低減，交通需要の適

正化や交通事故低減等，ITS サービスの展開の根幹

を担う道路交通分析に必要不可欠となっている．プ

ローブデータは，官民の各主体で収集されており，

ごく一般の普通自動車からタクシー，トラックやバ

ス等，近年，その種類が増えつつある 1)-3)．そのデー

タ仕様は走行履歴および挙動履歴に大別できるが，

標準化には至っていない．  

走行履歴は，旅行速度調査や道路整備の効果計測

等に用いられている 4)．挙動履歴は，急減速を用い

た交通安全分野の各種検討（ヒヤリハット等の危険

箇所の抽出，要因分析，対策立案や効果評価等）の

有効性が挙げられる 5)-23)．先例で利用されている挙

動履歴の急減速は 2 種類に大別できる．具体的には，

車載加速度センサに基づく減速度から判定した急減

速 5)-14)と，GPS 位置情報の 2 地点間の速度差から算

出した減速度から判定した急減速 15)-22)とがあり，こ

の両者の特性は山下ら 23)により比較分析されている．

また，ドライブレコーダー（以下，「ドラレコ」とい

う．）から取得した動画から車両の挙動を人の目視に

より要因分析している事例もある 24), 25)． 

挙動履歴の「急減速」のみでも多くの有益な結果

が得られている．挙動履歴には急減速以外にも多種

多様なデータがあるため，その特性を明らかにして

いくと，ITS サービスの展開に有益な知見をもたら

すことが期待される． 

本研究は，当該分野における未知のプローブデー

タとして，商用車に設置したデジタルタコグラフ（以

下，「デジタコ」という．）およびドラレコから得ら

れたプローブデータ（走行・挙動履歴）に着目した．

本稿は，当該プローブデータの基本特性を報告し，

ITS サービスにおける活用方策を考察する． 
 

2． 商用車プローブデータの仕様 

2-1 基本仕様 

本研究が着目した商用車プローブデータは，矢崎

エナジーシステム社のデジタコ・ドラレコ一体型車

載器 DTG7（図-1）を用いて収集されている．DTG7

は平成 27 年 6 月に販売が開始されており，全国の普

及台数は平成 28 年 9 月現在で約 3 万 5 千台となっ

ている．搭載車両は，運行記録計（デジタコ・アナ

ログタコグラフ）の設置が義務化されている車両総

重量 7 トン以上または最大積載量 4 トン以上の事業

用トラックが対象となっている． 

 表-1 は，DTG7 から取得される主なデータを 4 種

に大別して示している．その中で交通事故危険指標

の 4 項目（太字・下線で表記）は，ドラレコ画像の

自動認識技術を用いて抽出された車両の危険挙動で

あり，このプローブデータの特質となっている． 

 本研究は，この特質を活かした ITS サービスにお

ける活用方策を考察することとし，次節以降で 4 項

目の仕様を詳説する． 

 

図-1 DTG7 車載器 

 

表-1 DTG7 により取得できる主なデータ項目 

種別 主なデータ項目 

個車属性 
車両コード，乗務員コード，運転開始・終了時

刻，実車/空車ステータス 等 

位置情報 
時刻(0.5秒単位)，緯度，経度，移動距離(m)，速

度 等 

走行状態 
回転数(rpm)，アクセル開度，ブレーキ，ウイン

カー，坂道，高速道フラグ，ETC料金 等 

交通事故 
危険指標 

Gセンサ値，急旋回フラグ，車線逸脱警報，ふら

つき警報，車間距離警報，路面標示警報 等 

 

2-2 車線逸脱警報 

 車線逸脱警報は，60km/h 以上の走行時にウインカ

ーを出さずに車線を跨ぐと取得される．そのアルゴ

リズムは，デジタコ画像から自車走行レーンの両側

の白線を認識し，ウインカー操作せずに車線を跨ぐ

と車線逸脱として検知する．検知した車線逸脱の挙

動は，該当する 0.5 秒刻みの位置情報に付記する． 

ただし，車線逸脱警報の判断軸となる自車走行レ

ーンの白線は認識できない場合がある．図-2 は具体

例を示しており，激しい降雨等の天候，白線の劣化

や特異な白線幅等の場合は認識できないことがある． 



 
図-2 走行車線の画像認識が困難な例 

 
図-3 前方車両の画像認識が困難な例 

 

2-3 ふらつき警報 

 ふらつき警報は，前節の車線逸脱が 1 分以内に 3

回検知すると取得される．そのアルゴリズムは，車

線逸脱の検知後 30 秒以内に車線逸脱が再度検知さ

れ，さらにもう 1 回 30 秒以内に車線逸脱が検知され

ると，ふらつき警報として検知・記録する．連続的

に 4 回目の車線逸脱が検知されると，前 2 回の検知

結果と併せて 3 回と数えて，ふらつき警報として検

知・記録する．すなわち，3 回以上連続的に車線逸脱

を行うと，ふらつき警報も多数回記録される． 

 

2-4 車間距離警報 

 車間距離警報は，60km/h 以上の走行時に走行速度

に応じた前方車両（四輪車）との距離を確保してい

ないと取得される．そのアルゴリズムは，まず，デ

ジタコ画像から自車走行レーンの両側の白線および

前方の走行車両（四輪車）を認識する．次に，認識

結果を元に前方車両との距離を推定し，自車の走行

速度から前車との時間差（≒車頭時間）を求める．

その時間差が設定値以下の状態で 6 秒継続すると車

間距離警報として検知・記録される． 

 時間差は 2 種類あり，DTG7 ユーザーが選択でき 

 
図-4 路面標示警報の機能イメージ 

 
図-5 路面標示の認識が困難な例 

 

るようになっている．前方車両は四輪車が対象で，

二輪車，人，対向車や静止物（停止車両等）は対象

外となっている．また，前方車両は図-3 のような極

端な逆光，激しい水けむり，夜間ヘッドライトの範

囲外や高い壁のある急カーブ箇所等の条件下では認

識できないことがある． 

 

2-5 路面標示警報 

 路面標示警報は，自車の走行速度（30km/h～

80km/h）が路面標示の速度以上になっていると取得

される（図-4）．そのアルゴリズムは，デジタコ画像

から路面標示の規制速度の数字（30，40，50 が対象）

を認識し，自車速度が規制速度を超えていると，路

面標示警報として検知・記録する．また，「この先横

断歩道あり」を意味するひし形の路面標示も認識し，

その時に自車が加速（速度差による判定）している

と，路面標示警報として検知・記録する． 

 前節までと同様，路面標示は図-5 のような標示の

欠損，オクルージョン（前方車両やワイパーで路面

標示が見えない），水たまり等による路面反射等の条

件下では認識できないことがある． 



3． 各警報データの有用性の基礎検証 

本研究では，前章で述べた 4 項目の警報データの

有用性を把握するため，事例検証を実施した．今回

の検証は，異常値の除去や適性値への補正等のクレ

ンジング処理・加工していない生データを用いた．

また，全国の DTG7 搭載車のうち，関東を走行して

いる一部の事業者の取得データを対象とした． 

 

3-1 車線逸脱警報及びふらつき警報 

標題の検証対象は，平成 27～28 年に車線逸脱を原

因とした死亡交通事故が複数発生[1]していた東名高

速道路の厚木 IC～秦野中井 IC（15.1km）区間とした．

プローブデータの抽出期間は，平成 27 年 9 月から平

成 28 年 2 月までの 6 か月間の夜間を除く昼間 12 時

間（7 時～19 時）とし，時間降水量 10mm 以上を記

録した降雨日[2]は除外した． 

抽出した標題 2 種類の警報の箇所を図-6 に示す．

図中の急減速は，同一の商用車プローブデータの車

両別の位置情報から減速度を算定し，ヒヤリハット

の検出の閾値である 0.3G 以上 8)を対象に示してい

る．図を見ると，カーブ区間の中でも各警報の発生

箇所がある程度限定されていることがわかる．また，

図中に死亡事故発生箇所[1]も示しているが，44.4kp

の事故発生箇所付近には，両方の警報が多数発生し

ており，実在した事故の危険性を示す参考資料にな

る．すなわち，それぞれの急減速箇所に対する前後

の挙動を各警報結果から分析できる． 

 

3-2 車間距離警報 

 標題の検証対象は，平成 27 年中に 13 件の人身事

故が発生（うち 10 件が追突事故）し，高速道路の人

身事故多発区間の第 2 位である首都高速道路の高速

湾岸線 有明 JCT～東雲 JCT（1km）区間とした[3]．

プローブデータの抽出期間は，平成 27 年 9 月と 10

月の 2 か月間とした． 

 抽出した車間距離警報の箇所を図-7 に示す．警報

が多重的に記録されており，車間距離が充分とれて

いない交通状況が発生していることがわかる．また，

同一期間に急減速は検出されていないため，車間距

離警報が追突の危険性を示した潜在的事故発生区間

の候補として考えることができる． 

 

3-3 路面標示警報 

標題の検証対象は，関越自動車道の川越 IC の出入

口が国道 16 号に接続し，大型車交通量も多く，かつ

周囲に住宅地も広がっている埼玉県川越市広栄町の

周辺地区とした．プローブデータの抽出期間は，平

成 27年 9月～平成 28年 2月までの 6ヶ月間とした． 

 抽出した路面標示警報の箇所を図-8 に示す．対象

地区では 9 箇所の路面標示があるが，警報は路面標

示付近で 81 件も記録されていた．発生時間帯等も加

味して分析することで，箇所特性に応じた速度抑制

対策の検討に資すると考えられる．また，路面標示 

 

 
図-7 首都高 高速湾岸線 有明 JCT～東雲 JCT にお

ける車間距離警報の発生箇所 

 

図-6 東名高速道路 厚木 IC～秦野中井 IC における車線逸脱警報およびふらつき警報発生箇所 



の連続区間では，1 台の車両が連続的に路面標示警

報を記録している可能性がある．このため，危険度

評価指標を設けた分析手法の考案等の措置が必要に

なると考えられる． 

 

 
図-8 埼玉県川越市の路面標示警報の発生箇所 

 

4．各警報データの活用可能性の考察 

 本章は，前章の検証結果を基に，ITS サービスに対

する当該プローブデータの活用可能性を考察する． 

 

4-1 潜在的事故危険箇所の分析及び対策の高度化 

 車線逸脱警報やふらつき警報を用いると，車線逸

脱が生じやすい箇所の特性を把握できる．また，ウ

インカーの操作無しに車線変更した箇所も特定でき

るので，分合流部や織り込み区間での危険挙動を把

握できる．当該データを用いて分析すると，例えば

平成 28 年 1 月に発生した長野県軽井沢町国道 18 号

碓氷バイパスのバス事故のように，車線を逸脱して

路外に転落する大事故の予兆ともいえるヒヤリハッ

ト箇所を抽出できる可能性がある．  

 この分析結果は，ITS サービスの一環として，危険

性の高い箇所への注意喚起の情報板設置や，テレマ

ティクスサービスのコンテンツとして運転者への注

意喚起等を行う活用方策が考えられる． 

 

4-2 追突事故危険箇所の分析及び対策の高度化 

 車間距離警報を用いると，追突事故の多発箇所に

おける車両の挙動を把握できる．他のプローブデー

タから抽出した急減速発生箇所等とも組み合わせて

分析することで，道路上の危険箇所をきめ細やかに

把握できると考えられる．さらに，道路構造（縦断・

横断勾配や曲率，分合流部，折り込み区間やトンネ

ル等）も加味して分析することにより，速度低下に

よる車間距離が詰まる状況や速度が上昇しやすい区

間を把握できる可能性もある． 

 この分析結果は，前節と同様，区間特性に応じた

運転者への注意喚起等の ITS サービスの活用方策が

考えられる． 

 

4-3 生活道路での危険箇所の分析及び対策の高度化 

路面標示警報を用いると，規制速度の路面標示箇

所において速度超過している実態が把握できる．元

来，路面標示は規制速度の超過による危険性の高い

箇所を対象に付されているため，そのような区間・

箇所での大型車の速度超過は重大交通事故の危険性

が高まると考えられる． 

この分析結果は，商用車のみならず，速度超過が

発生しやすい箇所として全車両を対象に注意喚起す

る ITS サービスの活用方策が考えられる．さらに，

歩行者・自転車側への注意喚起のサービスの展開に

も寄与すると考えられる． 

 

4-4 今後の課題 

 前節までの検証により，ITS サービスの展開にお

ける当該プローブデータの有用性を示唆する結果を

得た．本節では，当該プローブデータの特質を遺憾

なく活かした展開方策を推進していくうえでの今後

の課題を考察する． 

1）用途に応じた各警報データの取得精度の把握 

各警報データはいずれも画像認識技術を適用して

いる．このため，用途によっては，白線，前方車両

や路面標示の特定率や信頼度の精度を検証して把握

する必要がある． 

2）クレンジング処理手法の確立 

 前述のデータの取得精度とも関連するが，プロー

ブデータの異常値の除外や適切な指標値の獲得のた

めのクレンジング処理手法を確立していく必要があ

る．また，各用途に応じた警報データの集計処理手

法も併せて検討していく必要がある． 

3）効果的な事例の充実・蓄積 

 今回の検証は 3 事例であるため，他地域や他路線

等でも引き続き検証を進め，効果的な事例を充実・

蓄積していくことが今後の課題としてあげられる．

その一環にて，広域かつ長期間の統計データを生成

し，他の交通指標（交通量，旅行速度や事故データ

等）との比較検証も一策としてあげられる． 

4）他の交通関連ビッグデータとの組合せ分析 

 本研究で着目した商用車プローブデータは，大型

車の挙動特性を有している．他の一般車プローブデ

ータとの組合せ分析により，普通車および大型車そ

れぞれの挙動特性（危険箇所）や大型車特有の危険



箇所等を明らかにできる可能性がある． 

 具体例としては，ETC2.0 プローブデータや一般車

プローブデータ等と，当該プローブデータとを組み

合わせることで，より複合的な要因による危険箇所

の把握ができる可能性があり，これらの分析手法の

確立が今後の課題としてあげられる． 

 

5．おわりに 

 本稿は，既存の道路交通分析や ITS サービスでは

用いられていないデジタコ・ドラレコ一体型車載器

DTG7 により取得された商用車プローブデータの基

本特性を報告した．そして，画像認識技術を適用し

た危険挙動データの有用性を検証し，道路交通分析

や ITS サービスに対する活用可能性や今後の課題を

考察した． 

 今後も各警報データを用いた分析や検証を蓄積し，

道路交通分析や ITS サービスにおけるプローブデー

タの挙動履歴の活用可能性を明らかにしていく． 

 

補注 
[1]神奈川県警 Web サイト（https://www.police.pref.kanag-

awa.jp/mes/mes87001.htm）より死亡交通事故発生状況を

確認．当該区間では平成 28 年 1 月から 6 月末時点で 2
件，平成 27 年では 1 件の死亡交通事故が発生． 

[2]気象庁によると，時間雨量が 10mm 以上～20mm 未満を「や

や強い雨」と定義されており，20mm 以上は大雨注意報や

警報が発令される基準となる．気象庁の海老名観測所の記

録を参照した結果，対象 6 ヶ月の期間内に時間雨量 10mm
以上を記録した日は 8 日間存在した． 

[3]警視庁Webサイト（http://www.keishicho.metro.tokyo.jp/kotsu/ 
jikoboshi/highway/worst.html）より高速道路交通事故多発地

点を確認． 
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